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改革開放初期の中国における観光業振興と地域的背景
―広西チワン族自治区桂林市の事例を中心に―

Promotion of the Tourism Industry and Regional Context in the Initial Stages of 
China's National Economic Reform and Open-Door Policies

‒ A Case Study of Guilin in Guangxi Zhuang Autonomous Region ‒
2023年７月９日提出, 2023年７月14日受理

　改革開放初期の中国で、いち早く観光業の振興がなさ
れた地域にて、中央政府と地方政府がどのような取組み
を行ってきたかを検討した。改革開放当初、観光業の振
興は漸進的に行われていた。その一方で中国の指導部は、
外貨獲得のために観光業に関心を持っており、地方視察
の際等に観光業の振興について発言する例も多くみられ
た。特に桂林のように、著名な自然観光資源を有してい
た地域では、中央政府が特定の地域の政策に介入する形
で、観光業の振興やそのための環境保全政策が執られて
いた。このように本研究にて取り上げた桂林市において
は、改革開放初期から観光業の振興が進んできた。
　その背景には、改革開放前から地方政府レベルでの観
光資源の保全活動が行われていた点も指摘できる。

１.　はじめに

　中国における観光に関する研究は、改革開放政策がは
じまった1970年代後半から開放前半期までの観光業振興
に関して、あまり多くは行われておらず、観光資源の開
発や保全をめぐる全国と地域レベルの結合についての検
討は、比較的研究の蓄積が少なかったテーマであった。
　早くから観光化が始まった日本等の事例をみると、観
光資源の扱われ方について論じた観光学や観光地理学に
おける研究は多い。特に様々な歴史文化遺産を開発する
過程における保全活動については多くの研究の蓄積がみ

られる（阿部・徐2021）。これらの研究では、観光化の
進展に際して生じる政府や地域住民らの利害関係者間で
の意識や対応の違い等を地理的側面に注目しながら検討
する研究が多く行われてきた。
これに対して、改革開放前までの中国では、観光は海外
の要人の招待等を目的として外交上の手段として行われ
ることが中心であった。中国には長い歴史や広大な国土
があることから多くの観光資源が存在しているにもかか
わらず、観光資源の発掘や開発は、あまり重視されて
こなかった。特に、文化大革命（以下、文革と略す） の
時期には、多くの歴史文化遺産は封建思想の象徴とみな
され、廃棄・破壊の対象にすらなった。この時期に、中
国の観光は壊滅的な打撃を受けたとされている。観光が
文革時代の否定的評価から脱し、新たなる段階に踏み込
んできたのは、改革開放期以降であった（賈2013）。改
革開放政策が始まったとされる1978年は、当時の最高権
力者であった鄧小平を中心に「観光産業を発展させるべ
きだ」という主旨の発言が多くなされるようになった。
その後は、中国の観光産業は外貨獲得を目的として外国
人向けの観光開発を進めてきた1980年代の時期を経て、
1990年代以降はインバウンド観光のほか内需拡大を目指
した国内旅行者向け観光も盛んになっている（兪2019）。
　中国の改革開放初期の観光業の発展についてまとめた
松村・辻本（1999）や王（2002）の論考によると、1978
年に改革開放政策が開始されて以降、外貨獲得のための
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インバウンド観光客の受入れやそのための基盤整備は一
定程度行われたものの、1980年代頃までは「開放都市」
として指定された地域以外での観光業の振興は限定的で
あった点も指摘されている。当時は、まだ開放政策がど
のような結果をもたらすのかが予測できなかったため、
開放都市の指定や観光業の促進は、一部の地域で試験的
に行われるにとどまっていた。
　中華人民共和国の成立した後から改革開放期段階まで
の観光業の振興政策やそのための自然観光資源の保全に
ついて、指導者の発言やイニシアティブについて論じた
研究もある。先行研究のひとつとして、孫（2008）は、
鄧小平の観光経済思想をマルクス主義思想との関連性か
ら分析している。また、改革開放初期における鄧小平の
観光経済思想について論じた何ほか（2019）がある。た
だし、これらの論文では、鄧小平が改革開放初期におい
て、観光業の重要性を指摘していたことが論じられてい
るものの、実際に地域レベルで行われてきた観光業振興
の実態との関連については、あまり論じられていない。
　人文地理学の分野における改革開放期に関する研究で
は、市場経済の導入がもたらした地域の変容や地域格差
等に注目した研究が多くみられてきた。とりわけ、市場
経済の導入に当たっては、経済特区や経済技術開発区と
いった特定の地域を対象とした実験的な導入のあり方が
注目されてきた。
　その一方で観光業に関しては、改革開放初期には、文
革期にみられた強い社会主義イデオロギーに基づく「資
産階級の生活方式」との批判の影響が残っていた。その
ため中国政府の観光という活動に対する姿勢は「宣伝・
提唱・応援をしない」（原文:不宣伝、不提倡、不鼓励）
というものだった（半両財経2017）。当時の中国政府は
観光業を主導的産業だと位置づけておらず、開放都市へ
の指定も限定された地域から漸進的に行われていった。
例えば、1986年３月に開催された第六届全国人民代表大
会において、当時の首相（国務院総理）であった趙紫陽
は次のように発言している。「私たちの改革では、古い
体制の終焉と新しい体制の形成は段階的でしかなく、ど
ちらも時間を要する。改革は段階的に行われるのが必然
である」（中央政府門戸網2006）。このような発言からも
分かるように、中国の改革開放政策については、特に政
策の開始当初においては市場経済を部分的に導入し、そ
の成否をみながら、導入する分野や範囲を拡大していく
という漸進的な改革が行われてきたことが指摘されてい
る（中兼2002、丸川2014等）。
　このような改革の漸進的な側面については、観光業に

おいては特に顕著であり、改革開放初期に行われた観光
業の対外開放や振興政策についても、特定の地域から段
階的なプロセスを踏まえながら進められていった。その
際には、国家的指導者の発言の下で中央政府が主導権を
握り、地域レベルでの観光業の振興を図っていったとみ
られる。その一方で、改革開放初期においていち早く観
光業の振興が進んだ地域において、観光資源を保全する
ために地域レベルでどのような取り組みが行われてきた
のかという点に注目した研究はあまり見られず、検討す
べき研究課題であると考える。
　そこで本稿では、これらの先行研究での検討を踏まえ
て、特に改革開放初期の1970年代後半から80年代前半ま
での時期に、早くから観光業の振興が図られた地域にお
いて、観光業振興の経緯や背景にどのような特徴がみら
れたのかという点を検討していきたい。とりわけ、改革
開放政策開始直後の中国において、中国の指導者が、観
光業をどの程度重視しており、どのような経緯で観光業
の振興が図られたのかを見ていく。加えて、改革開放政
策開始以前の地方レベルでの環境保全への取り組みにつ
いても吟味していく。
　本稿では、中国において早くから観光業の振興が図ら
れた地域として知られ（国松・鈴木2006）、改革開放政
策が始まった時期に、当時の実質的な最高権力者である
鄧小平によって観光について最も多く言及された地域で
ある広西チワン族自治区桂林市を事例として検討を試み
たい。研究方法としては、『中国統計年鑑』や『人民日報』
等の全国的な資料・統計、『桂林市誌』等の現地の資料
を収集して考察を行った。また、近年に出版された『鄧
小平文集（上・中・下）』（人民出版社、2014 年）および『鄧
小平年譜1975－1997 （上・下）』 （中央文献出版社、2004 
年）等を分析し、国家指導者の観光業に対する認識や発
言等を検討した。

２.　改革開放初期の観光業の位置づけと対象地
域の観光資源の概要

２.１　改革開放初期における観光業の位置づけ
　中国では、現在の中華人民共和国が建国された1949年
以降、改革開放期に入るまで、迅速な経済発展を目指す
目標と安全保障上の背景から、1963年―1965年の調整期
を除けば、基本的に重工業の発展を重視する経済政策が
採られていた。そのため、観光業を含めた第三次産業は
あまり重視されてこなかったといえる。
　その後、改革開放政策の方向性が決まった1978年の十
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一届三中全会にて、従来の重工業の優先発展戦略から、
農業や軽工業を重視する方向への転換がはじまった（周
2007:57頁）。黄（2018）によると、両者のうちでも、
1984年からは農業よりも軽工業の方を重視する姿勢が強
まったとされている。そのため、図１で示すように、
1980年から1982年の時期においては、第一次産業の比率
は29.6％から32.8％まで増加し、この時点ではまだ第三
次産業より比率が高かった。
　その後、1984年に中国政府は「中共中央関於経済体制
改革的決定」という政策方針を決定し、「商品経済」を
肯定するようになった。翌1985年には第三次産業が第
一次産業の比率を上回るようになり、その後も小売業
や飲食業等の第三次産業の比率は拡大していった（張
2009:55）。

図１　中国における産業構成の変化（1978年－1990年）

資料：中国国家統計局ホームページ上のデータより筆者作成．

表１　鄧小平による観光業の振興に関する発言記録

資料：『鄧小平年譜』，『鄧小平文集』より筆者作成．
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　観光業に関しては、中国でこの用語がはじめて使用さ
れるようになったのは1978年からであるとされる（張・
翁・保2019）。この年から、中国政府の観光に対する評
価が変わり、政治色の強い「外事接待」としてのみ行わ
れていた観光が、経済発展を導く「新興産業」として位
置づけられるようになった（杜2012:58、夏・徐2018）。
　1979年には、当時の最高実力者であった鄧小平が中国
黄山においてスピーチを行い、観光業を振興すべきとの
見解を提示した（潘2021:16）。
　表１は、鄧小平の発言記録である『鄧小平年譜』と『鄧
小平文集』の中から、各地の観光業の状況についての発
言内容をまとめ、主に、どのような地域について、どの
ような発言を行ったのかという点を明らかにしたもので
ある。同表では、各観光地がどの程度言及されているか
が分かるが、首都北京を除けば、当時は後進地域だった
中西部地域と改革開放政策の拠点だった広東省の観光地
が多く取り上げられている点が特徴的である。その中で
も、広西チワン族自治区の桂林は、鄧小平によって言及
された回数が最も多い地域であるといえる。

２. ２　桂林市の観光資源
　桂林市は中国広西チワン族自治区の東北部にあり、古
代から広西地域の政治・経済の中心となっていた地域で
ある。中国における著名な観光地の一つとして、世界的

にも知られている。例えば、中国の有力な旅行関連サイ
ト「Ctrip」が2016年に発表した報告によると、外国人
観光客に人気がある観光地として、桂林市は北京、上海、
西安に次いで４位になっている（中国網2016）。同市の
自然観光資源は「山青、水秀、洞奇、石美」（鐘2008:1）
とだとされ、2014年にユネスコの世界自然遺産に登録さ
れる等、国際的にも高い価値が認められている。

　具体的な観光資源としては、まずカルスト地形や丹霞
地形に代表される自然景観が挙げられる。とりわけ、市
の中心部には全長164kmの長さを有する漓江という河川

図２　代表的なカルスト地形の景観　漓江一瞥

資料：筆者撮影

図３　桂林市における入境観光客数と観光客に占める外国人
比率の推移（1973年－1990年）

資料：中国国家統計局及び桂林市志所収資料より筆者作成．
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が流れ、その両岸には石灰岩から構成した奇峰・奇岩が
連なり、山水画のような独特な風景が広がっている（図
２）。また市内には「象鼻山」や「駱駝山」といった動
物の姿をした珍しい岩山や鍾乳洞等があり、観光名所と
なっている。
　文化的な観光資源では、全国でも数少ない明朝時代の
王府が良好な状態で保存されている遺址である靖江王府
等が挙げられる。靖江王府は、1996年に中国の国家文物
局により「全国重点文物保護単位」（全国の重点的に保
護する文物部門）に（林2009:3）、2007年には中国政府（文
化和旅遊部）により最上位の観光資源である５A級の観
光資源に指定されている（王2022）。
　このような観光業振興の効果として、1973年に開放都
市に指定された後、桂林への入境観光客数は急増し、
1980年には10万人を超え、1987年には50万人に達してい
る（図３）。桂林の観光の特徴として、外国人観光客が
特に多かった点が挙げられる。1980年代には、中国全体
で外貨獲得のために観光業の振興が図られていたが、
それでも全国的にみると訪中外国人の比率はそれほど高
くはなく、平均すると入境観光客全体の約7.7%でしかな
かった。これに対して、桂林では入境観光客に占める外
国人観光客の比率が高く、1980年から87年までの時期に
は、外国人比率が70％を越える状況が続いた。1981年に
は桂林空港に国際線（桂林―香港）路線と税関が開通し、
国際交通の利便性が大きく改善されたことが重要な原因
とされた（中華人民共和国南寧海関2018）。
　桂林における外国人観光客の比率は、1986年にピーク
の74.7%に達した後は下落していったものの、11年間の
平均は62.5%にもなっており、当時の中国では、非常に
特異なレベルで観光資源の対外開放が進んでいた地域と
なっていたことが分かる。

３.　改革開放初期の桂林における観光業振興と
観光資源保全への取り組み

３.１　桂林の観光をめぐる国家指導者の発言
　本章では、改革開放初期の観光業振興や観光資源保全
への取り組みが国家指導者の指示の下で、特定の地域か
ら段階的に行われていった点を論じるために、観光業振
興や保全への取り組みを、国家指導者による発言、中央
政府による対応、地方レベルでの取り組み、という３つ
の段階に分けて論じていく。
　その前に、以下では改革開放政策の開始前の1970年代
前半の観光や資源保全をめぐる動向について概観してお

く。1970年代に入り、中国と西側諸国の間での関係改善
が進むと、桂林は1973年５月に、中央政府により全国に
先駆けて対外開放都市に指定された（桂林晩報2019）。
この年に中国政府が開放都市に指定した都市は、桂林の
他には北京、上海、西安、広州の計５都市のみであった。
中国の開放都市が指定された時期については、日本では、

『関于外国人我国旅行管理的規定』（「外国人の我が国へ
の旅行の管理規定に関して」）により完全開放都市29市
と準開放都市106市が指定された1982年10月という時期
が知られている（松村・辻本1999:32）。桂林市は、それ
に先駆けて全国で５都市のみが指定された1973年の開放
都市のひとつに指定されており、対外開放が最も早く進
んだ都市のひとつであった。
　桂林には、開放都市指定前から、ベトナムのホーチミ
ン主席（1961年５月）やネパールのビシュタ首相（1972
年11月）といった要人が訪問していたが（桂林漓江誌編
纂委員会2004）、指定後には、桂林に訪問する外国の要
人の数が飛躍的に増加した（桂林市地方誌編纂委員会
1997：910）。例えば西側諸国の首脳では、1973年10月に、
カナダのピエール・トルドー首相らが桂林を訪問してお
り（桂林晩報2019）、対外開放都市のひとつとして指定
されたことで、桂林の観光地としての知名度はさらに高
まった点が指摘できる。また1973年には、全国第一次環
境保全会議が開催され、漓江（桂林市の河川）の環境保
全が全国的な重点プロジェクトの１つとされた。1974年
12月15日には、国務院環境保護関連機構が、環境保護を
重点的に行うべき地域の１つとして漓江の汚染を挙げ、
地方政府に対して「十年以内に根本的な改善を遂げる」
ことを要求している（桂林漓江誌編纂委員会2004:650）。
　以上のように、桂林では改革開放政策が開始される前
から、工業化による環境汚染への対応や観光資源の保全、
観光地の対外開放等の取り組みが進められていた。さら
に文革期後半の1974年頃からは、まだ観光業が開闢され
ていない中国では、当時の実質的な最高権力者であった
鄧小平が汚染された桂林の環境保全の重要性について言
及するようになった（冷2009）。1977年に彼は海外の中
国系実業家から「中国がもしきちんと観光事業をやれば、
うまくいけば20 ～ 30億（米ドル）の外貨を稼げる」（中
共中央文献研究室編2004:238）という意見を聞いた後、
観光業、とりわけインバウンド観光による外貨収入の獲
得に注目するようになったとされている。彼は観光開発
の施策のあり方に注目し、「優れた施策を実施できるか
どうかは全国的に重要な問題である。有効なやり方は中
央での決定を待たずに復活させてもよい」との指示を出
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した（中共中央文献研究室編2004:239）。
　その一方で、一部のモデルケースとなり得る地域にお
いては、中央政府が積極的に関与しながら、観光業の振
興やそのための環境保全政策を進めていった。一般に、
当時の中国では、国土が広く各地域の状況に大きな差が
あるため、国家指導者の地方への視察は多く行われてい
た。また、このような地方への視察に基づき、特定地域
の状況について、国家指導者が直接的に改善策の指示を
行う例もみられた。
　観光業の振興についても例外ではなく、鄧小平は中国
共産党（以下では「中共」と略す）第十一届三中全会の
前後、1978年10月から1979年７月の間に桂林等の一部の
地域を念頭に、観光事業の発展に関する指示を集中的に
出した（中央文献出版社2000）。改革開放前の1973年の
時点で、豊かな自然景観を有する桂林は中国の都市の中
で早い時期から海外の観光客らに開放されている。とは
いえ、当時の同市の自然環境はまだ文革期の工業化政策
によって起こった環境破壊から十分には回復していな
かった。このことについて、鄧小平は1973年に前述した
カナダのトルドー首相とともに桂林を訪問した際に意識
したとされている。鄧小平は当時の汚染問題を「世界的
問題」と捉え、環境保全の必要性を意識していたとされ
ている。鄧は翌年の1974年８月に「私がカナダ首相トル
ドーと一緒に漓江を見に行った時に、河が著しく汚染さ
れ、真っ黒になっていた」と桂林における環境保全の不
十分さを指摘し、「汚染を解決しなければいけない」と
同地の環境保全を指示した（中共中央文献研究室編2014
下巻:381）。
　鄧小平は1973年に桂林から北京に戻った後、国務会議
を開き、桂林の環境汚染の問題を討議した。その結果、
1973年に国務院は「尽快回復并很好保持桂林山水甲天下
的風貌」（桂林の山水の天下に秀でた風貌を迅速に回復
させ保全すること）という決議を行い、桂林の環境保護
に乗り出した。1974年には鄧小平がヨーロッパや日本と
いった海外の例を挙げながら環境汚染の問題に注目し、

「廃水、廃気ガス、廃棄物」と三つの課題に言及してい
る（中共中央文献研究室編2014下巻:381）。
　環境保護の面に関して、1974年には鄧小平は桂林の環
境汚染問題を指摘し、自然環境の保護という観点から桂
林の汚染問題を解決しようとしていたが、1978年の演説
では、環境保護への意識に加えて、それを観光業振興と
結びつけて論じるようになった。鄧は1978年11月にシン
ガポールやマレーシア、タイを訪問し、これらの国々に
おいて観光業によって生まれた経済的効果を目にした。

中国に戻った後、鄧は「観光事業は大いにやるべきであ
る。やるだけではなく、急いでやる必要がある。　観光
で稼げるお金の額は多く、効果が出るのも早いからだ。
そして債務返済の問題もないので、大いにやるべきだ」
と言及した（中共中央文献研究室編2004:465）。
　この他に鄧は「観光で観光を養う。わずかな資源を輸
入し、ホテルや旅館を作れば、１～２年程度で資金の回
収ができる」（中共中央文献研究室編2004:238）とか「外
資を活用して、ホテルを立てることができる！昆明・桂
林・成都といった地域であれば、このような方策を採る
ことができ、一つの地方に1,000 ～ 2,000人程度の宿泊者
を収容することができるだろう。昆明は一つの観光ス
ポットを設定し、西山やその付近の石林、シーサンパン
ナの熱帯植物研究所に観光客を招致し、一週間の観光客
の滞在プランをアレンジするとよい。石林を整理し、木
を植え、景色を優美にさせる…桂林漓江は水汚染が甚だ
しいので改善するための決断をするべきだ。水質を汚染
している工場は生産停止させる。桂林の山水は天下に秀
でており（桂林山水甲天下）、水はきれいでなければな
らない」といった発言を繰り返し、全国の主要観光地で
の自然観光資源開発と環境保全の必要性を唱えた（中共
中央文献研究室編2004:397-398）。
　彼は観光資源の保全のために一部の重工業を犠牲にす
ることも容認するようになり、「むしろ一部の製鉄所や
大きな生産プログラムは縮小する。1985年までに鉄鋼生
産量を6,000万トンにするという目標は未達でも大丈夫
だ…導入の重点は効果の早く見えるプログラムやお金の
多く稼げる項目に置く必要がある。まず資金を積み重ね、
その後で重工業化のプログラムを進める」と述べ（中共
中央文献研究室編2004:466）、重工業を重視する従来の
産業政策を転換している。このほかに鄧は「観光事業を
発展させることで、いろいろな労働者を使える」と述べ、

「従業員のトレーニングを急がせ、外国語の勉強をさせ
なければいけない。そうしないとホテルを建てても従業
員が足りない」（中共中央文献研究室編2004:466）と外
国人観光客向けのサービスの提供と、そのための人材育
成の必要性も指摘した。さらに「方針と政策を定めた後
は、実行しなければならない」（中共中央文献研究室編
2004:466）と積極的な発言を続けている。

３. ２　中央政府による対応
　以上のような鄧小平の発言を踏まえて、1978年以降、
中央政府は中国の一都市である桂林の都市計画や観光開
発を重視するようになった。全国的な政策をみると、改
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革開放期に入った1978年に開催された十一届三中全会で
は、中共の事業の中心を経済建設に移すことが決定さ
れ、従来の重工業を優先する発展戦略から、農業や軽工
業を重視する方向に転向し、国民経済の調整に力が入れ
られるようになった（周2007:57）。そしてその時から、

「観光業」という用語も使われるようになり、経済発展
のための新たな産業として位置づけられるようになっ
た。1981年と1986年にそれぞれ策定された第６次５カ年
計画と第７次５カ年計画では、観光業の発展が言及され
るようになった。とりわけ第７次５カ年計画では、イン
バウンド観光による外貨収入獲得のために観光都市や観
光区の建設を行う必要性が唱えられている〔中華人民共
和国国民経済和社会発展第六個五年計画（1981－1985
年）、中華人民共和国国民経済和社会発展第七個五年計
画（1986－1990年）〕。
　桂林市の観光業振興についても、1979年１月には、党
中央委員会と国務院は同市を「社会主義風景遊覧都市」
に指定した。さらに国務院は1982年２月に桂林等の24の
都市を「歴史文化名城」（歴史文化的資源により著名な
都市）に選定し（人民日報海外網2016）、同年11月に漓
江を最初の「国家重点風景名勝区」（国家レベルの重要
な風景・名勝を有する地区）のひとつに指定した。さら
には、1985年10月には、「桂林市城市総体規劃」（桂林市
都市計画）が批准され、同市を「景観観光都市および歴
史文化名城」に指定した（桂林市地方誌編纂委員会編
1997:1400）。
　環境保全に関しては、1978年に国務院は環境保護関
連の施策を示すために同国で初めて、『環境保護工作匯
報要点』（環境保護事業ガイドライン）を制定した。　
この施策に基づき、桂林市では環境汚染の解決を優先
させる方針を示している（桂林市地方誌編纂委員会編
1997:97）。さらに、報道機関も、1979年２月４日には全
国紙の『光明日報』が「拯救桂林」（桂林を救え）との
記事を、『人民日報』も、1980年５月31日に桂林を念頭
においた「還我美好山河」（わが素晴らしい山河を還せ）
と題する記事を発表し、桂林の環境保全を徹底させよう
とした（鐘2008:638）。
　さらに国務院は1979年１月に『関於桂林風景区汚染治
理意見的報告』（桂林風景区に関する汚染の解消のため
の意見の報告）を批准し（広安日報2017）、「桂林山水甲
天下の自然風貌をなるべく早く回復させ、良好な保全状
態を維持する」と決定した。それに基づいて、1979年に
国務院と自治区は桂林にそれぞれ590万元余と40万元余
を支出し、漓江水質の改善に注力した（周ほか2019）。

また1981年にも「桂林は我が国の著名な風景遊覧都市で
あり、良好な保全状態を維持する必要がある」との声明
を出し、桂林における観光資源の保全事業を強化させて
いった。1980年代以降も、全国的に環境管理の強化が図
られたが、桂林は1981年からそれを行った最も早い都市
の一つとして報告されるほどであった（鐘2008:639）。

３. ３　地方政府レベルでの取り組み
　上記の中央政府に指定された都市の理念を実現するた
めに、現地の地方政府レベルでも取り組みがなされた。
　桂林市では、中華人民共和国が成立した1949年から
は、全国と同様に典型的な社会主義的な経済開発が実行
されたが、現地の政府による自然環境や文化財の保全も
一定程度は行われていた。例えば1950年には市政府に桂
林市名勝古跡修繕保管委員会が設立され、象鼻山・普賢
塔の保全・改修や榕湖・杉湖の清掃が行われていた（龐
2022:340－347）。
　一方、その後、1958年に中央政府が「大躍進」政策を
開始すると、同年７月には桂林市でも桂林製鉄所の建設
が始まる等、重工業の拡大を目指す政策が執られるよ
うになった。大躍進期には重工業の発展が急進的に進
められたことで、大量の農民が鉄鋼生産に従事させら
れ、農地が荒地になることも多かった。その結果、1959
年の食糧生産量は1952年に比べて22.5%減少し（桂林市
地方誌編纂委員会編1997:1896）、森林面積も1956年に
3,658.6haだったものから1960年には308.6haにまで激減
した（『当代広西』叢書編委会、『当代広西桂林市』編委
会編1999:45）。
　このような大躍進政策の失敗が知られるようになると
ともに、その対応策として、重工業の縮小と農業の再強
化が急務とされるようになった。また、悪化した自然環
境の回復を意識した発言もなされるようになった。1960
年５月に桂林を視察した当時の周恩来首相は「桂林の山
水は素晴らしいものだが、やはり木が少ない。岸辺には
竹を多く栽培するとよい。竹は美しいだけではなく、た
くさんのものを作れる」と発言している（桂林市地方誌
編纂委員会編1997:33）。
　1960年６月には、市建委規画科によって体系的な都市
計画の「構想」が制定された。同計画では「現代工業、
現代農業及び現代科学文化を有する桂林を建設し、特に
秀麗な山水風景を桂林、広西ひいては全国の人民に提供
する」とされた（桂林市建委規劃科、建築科学院桂林工
作組1960）。この都市計画構想では、当時の政治的背景
を踏まえて、農工業や科学技術の振興に力を入れるとさ
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れた一方で、工場等の建設に際して、景観にも配慮する
ともされている。計画では経済発展および景観保全にと
もなう観光客の増加を想定し、それを対応するための旅
行会社、ホテル、飲食店、特産品、工芸品や、その他の
娯楽施設・体育施設等の整備も計画されていた。また、
1960年には、国際的にも高い評価を受けた映画「劉三姐」
のロケ地に選定され 1）、観光地として全国的に注目され
るようになった。1964年には桂林市人民委員会は漓江沿
岸の樹林をめぐる保護計画を制定し「市内の建築物の高
さを山や川が見られる程度までに制限する」という建築
ルールを定めている（桂林生活網2017）。
　その後、文革期には、工業化による環境汚染や政治運
動による文化財の破壊により、同市の観光資源は大きな
ダメージを受けた。文革期には「三線建設」との関係で
重工業の工場が多く建設された。具体的には、1967年か
ら1972年の間に「百余りの工場が市区の周りに建てら
れ、汚水があふれた」とされている（国家建委城建局
1979）。『人民中国』の記事によれば「文革中に桂林を訪
れた外国人観光客たちは、セメント工場の粉塵による大
気汚染と、漓江の水質の悪化に驚きの表情を隠さなかっ
た」とされている（人民中国編集委員会編1999）。また
1960年に大成功を収めた映画「劉三姐」も文革の開始以
降主流であった極左思想の立場からは、この映画では無
産階級が大地主階級との闘争を徹底的に行っていないと
されたために、厳しく批判されるようになった（北京娯
楽信報2005）。
　その一方で、桂林の特徴として、環境保全への対策と
いう点で先駆性がみられた点が指摘できる。まず1960年
には、重工業の発展が図られる中で環境汚染が深刻して
いた当時の政治情勢にもかかわらず、桂林では、都市計
画において、「風景優美」や「庭園型都市」といった表
現が用いられ、「緑化（植林）、美化（水路整備）、香化（香
花木の植林）、果化（果樹の植林）」という体系的な環境
美化の方針がいち早く制定された。桂林では、改革開放
期よりかなり早い時期から、環境に配慮する政策が執ら
れていたともいえる。
　改革開放後は、桂林市の観光業振興と環境保全をめぐ
り、広西チワン族自治区や桂林市政府レベルでも、さら
に多くの政令が公布された。例えば、1979年には自治区
党委員会にて、「観光に重点を置いた社会主義現代化都
市を建設」し、水質汚染源の撤去や風景区への植樹を推
進することで、桂林市に観光区を建設するとともにその
環境保全を行うことを命じた（広西壮族自治区地方誌編
纂委員会編2003:801）。また、1986年に公布された「広

西壮族自治区国民経済和社会発展第七個五年計画（1986
－1990）」では、「特に桂林市に重点を置きながら豊富な
観光資源の開発を促進し、観光区を建設」することとし、
観光業関連のインフラ整備、土産品の生産、観光人材の
トレーニングの必要性について言及した（広西壮族自治
区人民政府2014）。桂林市政府レベルの政策をみると、
1980年に、桂林市第五次代表大会にて、環境保護を第一
の目標としながら農工業の均衡ある発展を図るという目
標が定められた。さらに1984年には、市政府に観光局が
設置された（龚1989:47）。具体的な観光開発の施策とし
て、同市では景観保護区の設定や公園・遊歩道の設置・
整備、水路観光路線の開設等を行うとともに、漓江の沿
岸部の環境美化や水源林の再生事業を行った。都市建設
については、景観保全のために建築物の高層化を抑制し
ながら実施することが原則とされ、地域性や文化的特色
に配慮したものにすることが規定された（李2021:139）。
　保全政策の中でも、特に漓江の水質保全と景観保護が
重視された。1984年に桂林市政府が漓江保護を1985～
2000年の「桂林市城市総体規劃」の中で定めたことが代
表的である。汚物の排出に関しては、1985年５月から漓
江とその支流へのゴミ排出が禁止され、同年11月からは、
水上レストランやその他の一部商店の営業停止が命じら
れた。そして、1982年から1990年の間に、桂林市から陽
朔県までの漓江沿岸において、209.43万本の木が栽培さ
れ、漓江中州部の緑被率が57.5％に上った（桂林市地方
誌編纂委員会編1997:1509－1511）。

表２　1970－ 80年代に桂林にて操業停止・移転または
事業内容が変更された工場等
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　同時に、従来の重工業を重視する産業政策も見直され
ていった。表２で示したように、大躍進の時期に開設さ
れた工場等のうち、少なくとも20数社が操業停止や移転
あるいは事業内容の変更を命じられた。特に、重化学工
業に属する企業の停止が顕著であった。

　図４から、操業停止された工場等の分布をみると、主
要な自然観光資源であり、水質汚染の深刻さが指摘され
てきた市中心部の漓江沿岸に位置している工場であった
ことが分かる。移転した工場等の状況をみても、大風山
にあった桂林市ハンカチ工場を除けば、すべての工場が
漓江沿岸の地域から同河川から１ｋｍ以上離れた地域に
移転している。これらの工場の閉鎖や移転は、主に漓江
の水質の改善を目指したものであったことが分かる（図
５）。また移転先地域の特徴として、８社のうち、６社
が市中心部・市北部から市南部に移転している。その理
由としては、同市では、地形・気候学的な条件により北

側から南側に風が吹くことが多く、北の風上側から南部
の風下側に工場を移し、市中心部の大気汚染を解消する
ことを目的としていたことが考えられる。

　操業を続けた工場についても、1974年から1990年まで
の間に7,996万元を投資し、印刷、電鍍、造紙、製薬、
食品・化学工業等の分野で廃水対策を行い、古い高炉の
リノベーションを行った。さらに「少汚染、低消耗、高
效益」（汚染を少なくし、消耗を低減し、效益を高める）
という考え方の下で、技術力の高い企業への資金投入を
行った（桂林市地方誌編纂委員会編1997:1509）。
　当時は、全国的にも環境汚染の深刻化に対応するため
に対策が採られはじめており、1973年に第一次全国環境
保護会議が開催される等の取り組みがみられてはいた

（王2019）。しかしながら、上記のような桂林での環境保
全への取り組みは「中国において環境汚染の解消のため
の、このような大きな決断を下したのは初めてのこと」

（華夏時報2018）や、「中国においてはじめて本格的に工
業による環境汚染の解消が行われた都市である」（広州
新蜀道網絡科技有限公司2016）と評価されており、当時
の中国では工場の操業停止により財政収入の減少が課題
となる中で、先駆的な取り組みであったといえる。
　これらの取り組みの結果、桂林では1981から1990年の
間に、工業生産値を1.5倍近く増加させつつも、工業廃

資料：『桂林市志（中）・環境保護志』等より筆者作成

注）実線の□は移転後の立地点を，点線は移転前の立地
点を示している．

図５　桂林市にて移転した工場の分布（1979 －
1981年）

資料：『桂林市志（中）・環境保護志』より筆者作成

図４　桂林市にて閉鎖された工場等の分布（1974－
1981年）

資料：『桂林市志（中）・環境保護志』より筆者作成
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水の排出量を48.3%も減少させることに成功した。同時
に、大気汚染の軽減もなされたとされている。1986年１
月に鄧小平が視察に訪れた際には「桂林の水はだいぶ綺
麗になった」と環境改善の状況を確認している（中共中
央文献研究室編2004:1103）。
　また、前述した鄧小平による観光業人材の育成につい
て指示を踏まえて、1985年に桂林旅游専科学校（現桂林
旅游学院）が設立されている。1986年の第１期生は英語
や日本語の翻訳ガイド専攻のみであったが、その後は
徐々に料理や観光管理等の専攻も設置していった（桂林
旅游学院ホームページ2022、好査分2020）。
　以上のように、桂林市では観光業振興が進んだ背景と
して、鄧小平・周恩来らの国家元首級の指導者の指示の
下で、中央政府がイニシアティブを発揮し、自然観光開
発や環境保全の政策を他の地域に先駆けて実施してい
た。その一方で、地方レベルでは、改革開放前から一貫
して環境保全のための取り組みがなされてきた経緯があ
る点も指摘できる。

４.　おわりに

　以上、本稿では、改革開放初期において、観光業振興
の経緯や背景にどのような特徴がみられたのかという
点、政策転換を主導した指導者や中央政府の役割に加え
て、改革開放前からの地域レベルでの環境保全への取り
組みに注目しながら検討してきた。
　従来の研究でも、中国の体制移行が漸進的に行われて
きたという議論はなされてきたが、本稿で取り上げた観
光業の振興については、文革期までは資本主義的な活動
として批判の対象となっていた観光を対象としていたこ
ともあり、改革開放以降も、漸進的に実施されてきた。
　特に改革開放初期の時点では、中国政府は軽工業や農
業を優先する形で改革開放を進めていた。観光業につい
ては、当時の中国の指導者らは外貨獲得の手段として重
視していたが、中国政府が全国的に観光業振興への取り
組みを進めたのは1990年代に入ってからであった。改革
開放初期の観光開発は、開放政策の起点となった華南地
域や、経済発展が比較的遅れていた中西部地域の主要な
観光地でのインバウンド観光が中心であった。その理由
は、当時はまだ文革時代のイデオロギーが残っており、
観光という活動自体が資産階級の人々が行う活動だとし
て批判を受けることも多かったため、観光業を含む第三
次産業よりも農業や工業の発展が優先されたと考えられ
る。

　その一方で鄧小平等の中国の指導部は、改革開放初期
の時点でも、外貨獲得のために観光業に強い関心を有し
ていた。観光業の重要性も認識しており、地方視察の際
等に観光業の振興について発言する機会も多くみられ
た。特に桂林のように、元々著名な自然観光資源を有し
ていた地域では、中央政府が特定の地域の政策に介入し、
地方政府が執行する形で、観光業の振興やそのための都
市建設や環境保全、人材育成等が行われてきた。
　このような政策はあったものの、観光業の振興や対外
開放は一朝一夕に進んだわけではなく、当初は一部の都
市・地域から段階的に進んでいった点も指摘できる。具
体的には、元々桂林市では、1960年代の時点でも自然景
観の保全について一定の取り組みがみられていたことに
加え、1973年には対外開放都市にも指定されており、観
光地の環境保全や観光業の振興に対して実績があった。
　さらに改革開放初期においては、桂林のような特定の
地域の観光業の振興も、国家的指導者による視察や提言、
中央政府レベルでの意思決定、さらには地方政府レベル
での具体的な対応という段階的なプロセスを踏まえなが
ら、実現していった点が指摘できる。
　以上、本稿の内容をまとめると、改革開放初期におけ
る桂林市では、いちはやく観光業の振興が進んだ地域的
背景として、
１、 桂林市には、元々貴重な観光資源が存在しており、

改革開放期以前も、地方政府レベルでの観光資源の
保全活動がある程度行われていた点に加えて、

２、 改革開放政策がはじまると、鄧小平をはじめとする
国家的指導者により観光業の振興やそのための環境
保全の必要が言及され、

３、 中央政府や各レベルの地方政府が一貫性のある政策
を実施したこと、

が挙げられる。元来、改革開放初期は、計画経済から市
場経済の導入という体制の転換が行われた時期であり、
当時の中国における観光業の振興は、国家レベルでの大
きな政策転換がなされた時期であった。そのため、観光
業の振興には、国家的指導者による指示が不可欠であっ
たといえる。その一方で地理学的観点からみると、その
ような状況下においても、歴史的に貴重な観光資源が存
在し、従来から地域レベルでの保全への取り組みがなさ
れていた地域が振興政策の対象として選定されていたと
いう点も重要な観点であると考えられる。
　以上の研究結果に基づいて今後の研究課題を挙げると
すると、観光資源の保全については、本稿で取り上げた
改革開放初期以前においても、地域レベルでの取り組み
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Promotion of the Tourism Industry and Regional Context in the Initial Stages of

 China’ s National Economic Reform and Open-Door Policies:

- A Case Study of Guilin in Guangxi Zhuang Autonomous Region -

Linghan ZHOU
Yasuhisa ABE

Abstract

We examined the nature of the relationship between the central government and its regional 
counterparts when conducting initiatives in regions anxious to promote tourism in the initial stages of 
China’ s economic reform and open-door policies. The promotion of tourism was only being undertaken 
gradually in the early days of economic reform. However, China’ s leadership were interested in the 
tourism industry as an expedited source of foreign currency and were often seen to be encouraging the 
promotion of tourism during inspections and other visits to regional areas. In areas with famous natural 
tourist attractions, such as Guilin, the adoption of tourism promotion and associated environmental 
protection policies took the form of central government interventions in specific regional policies. 
However, it may also be noted that in light of increased promotion of the tourism industry in Guilin, the 
city itself had already been actively protecting its tourism assets on a regional government level before 
the introduction of China’ s national economic reform and open-door policies.  

Keywords: Reform and opening-up, Tourism promotion, Xiaoping DENG, Central government, Local 
governments, China, Guilin
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